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令和 6年 3月 26日 

各都道府県建設業協会 

      事務局 御中 

一般社団法人 全国建設業協会 

事業部 

 

 

令和６年能登半島地震に係る総合評価落札方式における 
賃上げ加点措置の説明会での資料について 

 

 

平素は、本会の活動につき格段のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

さて、令和６年３月１９日付け全建事発第１２６号にて通知させていただき、

３月２２日にＷｅｂ開催した標記説明会について、ご多忙のところ、ご参加い

ただきありがとうございました。 

国土交通省が説明会にて使用した資料について別添のとおりとなります。 

つきましては、ご多忙の折、誠に恐縮ですが、貴会会員企業の皆様へ周知賜

りますようよろしくお願い申し上げます。 

 

【添付資料】 

  能登半島地震を受けた賃上げ加点措置の運用（説明会資料） 

 

以 上 

          
（担当）事業部 山中 

TEL 03-3551-9396 

FAX 03-3555-3218 

ﾒｰﾙ jigyo@zenken-net.or.jp 

 



能登半島地震を受けた
賃上げ加点措置の運用に関する

説明会

令和６年３月
国土交通省 技術調査課
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能登半島地震を受けた賃上げ加点措置の運用

①減点措置の免除に関する

取扱について

令和６年能登半島地震に係る「総合評
価落札方式における賃上げを実施する
企業に対する加点措置について」に基
づく減点措置の取扱いについて

〇能登半島地震を受け、3月13日に各地方整備局等に対して、賃上げ加点措置の運用に
関する２つの事務連絡を発出。

②賃上げ加点措置の対象外とする
発注について

令和６年能登半島地震に係る「総合評
価落札方式における賃上げを実施する

企業に対する加点措置について」の取
扱いについて
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①減点措置の免除に関する取扱について
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①減点措置の免除に関する取扱について

（１）
特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する法律（平成８年
法律第85号）第２条第１項の規定に基づき指定された特定非常災害であって、同法に基づく
特別措置の適用対象となる地域に主たる事業所が所在する企業については特別措置が適用
される期間は減点措置を課さないこととする。

（２）略

（３）

（１）及び（２）に該当しない場合であっても、次のような自らの責によらない場合で、かつ、その
事実を客観的に証する書類とともに従業員が署名または記名・捺印した理由書の提出があり、
契約担当官等が必要ないと認める場合には減点措置を課さないこととする。

①自然災害（風水害、土砂災害、地震、津波、噴火、豪雪等）や人為的な災害（火
災等）等 により、事務所、工場、主要な事業場等が被災し、事業の遂行が一定
期間不可能となった場合
②主要な取引先の倒産により業績が著しく悪化した場合
③資材の供給不足等により契約履行期限の延期等が行われ、契約上の代価の一部を
受領できず資金繰りが著しく悪化した場合

など

※（１）に相当する減点措置を課す必要がないと考えられる事象が生じた場合には、改めて周知

令和4年8月8日付 事務連絡（抄）
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①減点措置の免除に関する取扱について

１

令和６年能登半島地震について災害救助法の適用対象となる市町村に主たる事業
所が所在する企業が、令和６年１月１日までに加点を受けている場合であって、その
旨を契約担当官等に申し出たときには、賃上げ水準が未達成であっても、減点措置
は課さないこととする。

⇒条件に該当する場合、減点免除の対象

２

主たる事業所以外が災害救助法の適用対象となる市町村に所在する企業であるな
ど、１に該当しない場合であっても、発災日までに加点を受けている場合の減点措
置の取扱いについては、令和４年８月８日付け事務連絡（３）の内容を踏まえ、被災
地の実情に応じた柔軟な対応を行うものとする。

⇒条件に該当する場合、個別に判断。その際、「事実を客観的に証する書類」と
「従業員が署名または記名・捺印した理由書」の提出が必要

令和６年３月１３日付 事務連絡（抄）
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災害救助法の適用対象市町村【新潟県】

市 町 村 計

適用数 １３ １ ０ １４

県内市町村数 ２０ ６ ４ ３０

：災害救助法の適用自治体
令和6年1月1日22時00分公表
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災害救助法の適用対象市町村【富山県】

市 町 村 計

適用数 ９ ３ １ １３

県内市町村数 １０ ４ １ １５

：災害救助法の適用自治体
令和6年1月1日22時00分公表
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災害救助法の適用対象市町村【石川県】

市 町 村 計

適用数 １０ ７ － １７

県内市町村数 １１ ８ － １９

：災害救助法の適用自治体
令和6年1月1日22時00分公表
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災害救助法の適用対象市町村【福井県】

市 町 村 計

適用数 ３ ０ － ３

県内市町村数 ９ ８ － １７

：災害救助法の適用自治体
令和6年1月1日22時00分公表
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②賃上げ加点措置の対象外とする
発注について
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②賃上げ加点措置の対象外とする発注について

令和６年能登半島地震の被災地の被災状況及び復旧状況に照らし、
企業間の公平・公正な競争実施の観点から、

・新潟県
・富山県
・石川県
・福井県

の県内における調達並びに競争参加資格における地域要件の対象
地域がそれに準ずる調達については、総合評価落札方式の評価項目
に賃上げに関する項目を設けなくてもよいものとする。

令和６年３月１３日付 事務連絡（抄）

※個別の発注が対象外となるかは、入札公告をご確認ください。
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Q&Aの公表について

「①減点措置の免除」「②賃上げ加点対象外とする発注」について、
具体的な運用をQ＆A形式で国交省WEBサイトに掲載中。

URL:https://www.mlit.go.jp/tec/tec_fr_000101.html

Q＆Aの一例

その他、ご不明点については北陸地方整備局、近畿地方整備局、
国土交通本省にお問い合わせください。
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